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「お 金 の 寺 子 屋」
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１．ライフプランと住宅



住宅は人生の一大事業

自己資金の額、
住宅の買い方、
ローンの組み方、

譲渡や買い替えの方法、
相続の仕方、
活用の仕方は、

人生を大きく左右します



年齢別の持ち家比率 （２０１３年）

平成２５年住宅土地統計調査（総務省）



住宅の取得状況 （首都圏／単位：万円）

（独）住宅金融支援機構２０１６年度フラット３５利用者調査



世帯年収と住宅ローンの総返済負担率 （首都圏）

（独）住宅金融支援機構２０１６年度フラット３５利用者調査



生涯収入と住宅費用 （首都圏）

＊住宅費用：頭金＋総返済額（３％固定３５年返済）で試算



生涯収入と住宅費用比率 （首都圏）

＊住宅費用：頭金＋総返済額（３％固定３５年返済）で試算



住宅の取得状況 （全国／単位：万円）

（独）住宅金融支援機構２０１６年度フラット３５利用者調査



世帯年収と住宅ローンの総返済負担率 （全国）

（独）住宅金融支援機構２０１６年度フラット３５利用者調査



生涯収入に対する住宅費用 （金額／全国）

＊住宅費用：頭金＋総返済額（３％固定３５年返済）で試算／生涯収入＝生涯賃金＋退職所得



生涯収入に対する住宅費用 （比率／全国）

＊住宅費用：頭金＋総返済額（３％固定３５年返済）で試算／生涯収入＝生涯賃金＋退職所得



２．自己資金のつくり方



住宅購入の諸費用 (購入価格の約１０％が必要)



住宅購入資金のイメージ

頭金２０%はあったほうがよいといわれる



総返済額はできるだけ少なく① （３％固定金利で試算）



総返済額はできるだけ少なく③ （首都圏土地付き注文住宅のケース）

（独）住宅金融支援機構2016年度フラット35利用者調査から当社作成

３-（２）住宅の費用



買いたい家より、買える家を （３％固定金利で試算）



自己資金をつくる方法 財形住宅貯蓄①



自己資金をつくる方法 財形住宅貯蓄②



自己資金をつくる方法 ＮＩＳＡ①



自己資金をつくる方法 ＮＩＳＡ②



３．住宅ローンの基礎知識

(種類、返済、金利、一部繰上げ、借換え、保険)



住宅ローンの種類
住宅ローンの基礎知識①



返済方法
住宅ローンの基礎知識②



返済方法 （イメージ図）
住宅ローンの基礎知識②



金利のタイプ （１）
住宅ローンの基礎知識③



金利のタイプ （２）
住宅ローンの基礎知識③



金利の状況で金利タイプを選択

財務省国債金利情報／日銀預金貸出関連統計

住宅ローンの基礎知識③



一部繰上返済 （１）
住宅ローンの基礎知識④



一部繰上返済 （２）
住宅ローンの基礎知識④



住宅ローンの借り換え （１）
住宅ローンの基礎知識⑤



住宅ローンの借り換え （２）
住宅ローンの基礎知識⑤



団信（団体信用生命保険）
住宅ローンの基礎知識⑥保険



火災保険
住宅ローンの基礎知識⑥保険



地震保険
住宅ローンの基礎知識⑥保険



４．住宅取得に係る税制優遇制度



住宅と税金、各種特例



住宅ローン減税 （制度の概要）



住宅ローン減税 （控除額）



住宅ローン減税 （利用の要件）



投資型減税 （住宅ローンを使わなかった人のための制度）



すまい給付金 （制度の概要）



すまい給付金 （給付額／消費税１０％引き上げ後）



５．土地・住宅の価格



名目ＧＤＰと土地資産額 （１９６９年＝１００）

内閣府 平成２８年度国民経済計算ストック編



公的土地価格



公示価格の推移

国土交通省、日銀金融経済統計月報



公示価格（前年比変動率）

国土交通省、日銀金融経済統計月報



基準地標準価格の推移

都道府県知事、日銀金融経済統計月報



基準地標準価格（前年比変動率）

国土交通省、日銀金融経済統計月報



東京都 住宅価格指数 （２０１０年＝１００）

国土交通省不動産価格指数（住宅）



東京都住宅地（前年比変動率）

国土交通省不動産価格指数（住宅）



東京都戸建住宅・マンション（前年比変動率）

国土交通省不動産価格指数（住宅）



○住宅費用は、生涯年収の中で大きな割合を占めます。

○頭金を多くして、総返済額を減らすことが大事です。

○頭金を貯めるには、税制優遇措置のあるＮＩＳＡや住宅財形制度を
利用するとよいでしょう。

○住宅購入時、ローン返済中にも様々な税制優遇措置があります。



株式会社コンシリウスは

Well-being の実現を支援する

教育・情報サービス企業です。

会社概要

＜社名＞
株式会社コンシリウス ＣＯＮＳＩＬＩＵＳ Ｃｏ., Ltd

＜本社所在地＞
〒951-8053 新潟市中央区川端町3丁目15番地1
ＴＥＬ 025-367-3490
email  welcome@consilius2017.com
website  www.consilius2017.com

＜代表者＞
秋山 光

＜資本金＞
200万円

＜事業の内容＞
金融経済及び資産運用に係る教育事業
セミナー等の企画運営に係る業務
企業年金、個人年金に係るコンサルティング
金融機関の年金業務、証券業務に係るコンサルティング
ファイナンシャルプランニング業務
出版物、映像物の企画制作及び販売
インターネットなどによる各種情報サービス

＊当社は保険や金融商品の販売・仲介は行っていません。
また金融商品取引法に定める投資助言・代理業を行っていません。
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補 足 資 料



マイホームに係る税金 （取得時１）



マイホームに係る税金 （取得時２）



マイホームに係る税金 （保有時）



マイホームに係る税金 （譲渡時）



マイホームに係る税金 （相続時）



マイホームに係る税金 （各種特例）



マイホームに係る税金 （各種特例）



住宅取得等資金贈与の特例



相続時精算課税


